
愛知県田原市 

●発表日：平成２６年（２０１４年）８月２８日 

 

平成２６年田原市議会第３回定例会提出議案について 

 

平成２６年田原市議会第３回定例会を招集し、次の議案を提出します。 

平成２６年田原市議会第３回定例会提出議案 

１ 告示 平成２６年８月２１日（木） 

 

２ 議会 平成２６年９月２日（火）～９月２４日（水） 

 

３ 議案数  ２３件  

   人事   ４件 

条例   ６件（新設３件、廃止１件、一部改正２件） 

予算   ２件（補正予算２件） 

 決算  １０件 

単行   １件 

※詳細は別紙のとおり 

（担当）総務課 副主幹 花井 電話（０５３１）２３－３５０６ 

 

資料№１ 



平成２６年田原市議会第３回定例会提出議案等 

告示 平成２６年８月２１日 議会 平成２６年９月２日 

議案
番号 

議 案 名 担 当 課 備             考 

５４ 

監査委員の選任について 人事課 地方自治法第１９６条第１項の規定により、監査委員の選任について議会の同意を求めるも

の。 

住  所 田原市田原町新町６２番地 
氏  名 平 松 正 敏 

生年月日 昭和２５年９月１８日 

５５ 

教育委員会委員の任命について 人事課  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第１項の規定により、教育委員会委員の任命

について議会の同意を求めるもの。 

住  所 田原市中山町宮脇本畑１５０番地１ 

氏  名 土 井 真紀江 

生年月日 昭和５０年８月３０日 

５６ 

人権擁護委員候補者の推薦について 地域福祉

課 

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、人権擁護委員候補者の推薦について議会の意見を

求めるもの。 

住  所 田原市江比間町郷中３７番地 

氏  名 山 内 靖 子 

生年月日 昭和３４年５月１７日 

５７ 

人権擁護委員候補者の推薦について 地域福祉

課 

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、人権擁護委員候補者の推薦について議会の意見を

求めるもの。 

住  所 田原市小中山町北郷９９番地１ 

氏  名 森 下   子 

生年月日 昭和２５年６月２０日 

５８ 

田原市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例について 

子育て支

援課 

「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の施行による「児

童福祉法」の一部改正に伴い、市町村長の認可を受けた事業者が家庭的保育事業、小規模保育事

業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業を実施することができるとされた。また、同法に

おいて、市町村は、当該認可に係る基準を条例で定めなければならないとされた。これに伴い、

当該基準を定める条例を制定するもの。 

施行期日は、「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の施

行の日。 

５９ 

田原市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例について 

子育て支

援課 

「子ども・子育て支援法」の施行による「児童福祉法」の一部改正に伴い、特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業が確認制度として創設され、市町村の権限とされた。市町村は、特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の設備及び運営について、条例で基準を定めなければな

らないとされた。これに伴い、当該基準を定める条例を制定するもの。 

施行期日は、「子ども・子育て支援法」の施行の日。 

６０ 

田原市放課後児童健全育成事業の設備

及び運営に関する基準を定める条例に

ついて 

文化生涯

学習課 

「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の施行による「児

童福祉法」の一部改正に伴い、市町村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、条

例で基準を定めなければならないとされた。これに伴い、当該基準を定める条例を制定するもの。

施行期日は、「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の施

行の日。 

６１ 

田原市保育の実施に関する条例を廃止

する条例について 

子育て支

援課 

「子ども・子育て支援法」の施行に伴い、「保育の必要性に関する基準」を児童福祉法及び子

ども・子育て支援法の規定に基づき、内閣府令で定めることとされた。これに伴い、当該基準を

定めた本条例を廃止するもの。 

また、附則において田原市市立保育所の設置及び管理に関する条例の一部改正を行うもの。 

施行期日は、「子ども・子育て支援法」の施行の日。 

６２ 

田原市使用料及び手数料条例等の一部

を改正する条例について 

財政課 「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」の一部改正

に伴い法の題名が改められたことにより、所要の改正を行うもの。田原市使用料及び手数料条例

始め８条例。 

施行期日は、平成２６年１０月１日。 

６３ 

田原市母子家庭等医療費支給条例の一

部を改正する条例について 

保険年金

課 

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」の一部改正

に伴い法の題名が改められたこと並びに「母子及び寡婦福祉法」の一部改正に伴い父子家庭に対

する支援を拡充すること及び法の題名が改められたことにより、所要の改正を行うもの。 

施行期日は、平成２６年１０月１日。 

６４ 
市道路線の認定について 土木課 道路法第８条第２項の規定により、市道路線の認定について議会の議決を求めるもの。中分２

号線始め３路線。 

６５ 

平成２６年度田原市一般会計補正予算

（第２号） 

財政課 歳入歳出予算 

補正前 28,645,097千円  補正額 1,043,291千円 

補正後 29,688,388千円 

繰越明許費の補正 6款 農林水産業費 1事業 22,000千円 

         8款 土木費 3事業 175,000千円 

地方債の補正（2項目廃止） 

  



６６ 

平成２６年度田原市介護保険特別会計

補正予算（第１号） 

高齢福祉

課 

歳入歳出予算 

補正前 4,655,853千円  補正額24,380千円 

補正後 4,680,233千円 

６７ 

平成２５年度田原市一般会計歳入歳出

決算認定について 

財政課 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入31,613,938,436円 

       歳出29,186,214,532円 

６８ 

平成２５年度田原市給食センター給食

費特別会計歳入歳出決算認定について 

教育総務

課 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入265,942,457円 

       歳出265,324,565円 

６９ 

平成２５年度田原市国民健康保険特別

会計歳入歳出決算認定について 

保険年金

課 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入7,952,221,406円 

       歳出7,538,155,393円 

７０ 

平成２５年度田原市公共下水道事業特

別会計歳入歳出決算認定について 

下水道課 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入1,734,747,185円 

       歳出1,642,759,611円 

７１ 

平成２５年度田原市農業集落排水事業

特別会計歳入歳出決算認定について 

下水道課 地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入1,773,047,299円 

       歳出1,725,765,614円 

７２ 

平成２５年度田原市田原福祉専門学校

特別会計歳入歳出決算認定について 

田原福祉

専門学校 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入119,843,675円 

       歳出119,795,038円 

７３ 

平成２５年度田原市介護保険特別会計

歳入歳出決算認定について 

高齢福祉

課 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入4,079,115,823円 

       歳出4,020,128,828円 

７４ 

平成２５年度田原市中心市街地商業等

活性化事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

街づくり

推進課 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入25,942,261円 

       歳出25,942,261円 

７５ 

平成２５年度田原市後期高齢者医療特

別会計歳入歳出決算認定について 

保険年金

課 

地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

歳入歳出決算 歳入636,472,336円 

       歳出634,414,732円 

７６ 

平成２５年度田原市水道事業会計決算

認定について 

水道課 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づき議会の認定に付するもの。 

収益的収入及び支出 収入 1,256,109,161円 

          支出 1,217,611,133円 

資本的収入及び支出 収入    92,445,050円 

          支出   539,727,442円 

 

報告 

番号 件 名 担当課 備 考 

１０ 

地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に基づく健全化判断比率について 

財政課 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、報告するもの。 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率：なし 

 実質公債費比率 7.7％ 将来負担比率 17.3％ 

１１ 
地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に基づく資金不足比率について 

財政課 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、報告するもの。 

資金不足比率：なし 

 

議案数  ２３件    

人事案件   ４件 

条例     ６件 
新設    ３件 
廃止    １件 
一部改正  ２件 

単行     １件 
予算     ２件 
補正予算  ２件 

決算    １０件 

報告  ２件 



 平成２６年度９月補正予算（案）について               H26.8.28 

１ 一般会計補正予算（第２号）（案）の概要 

・ 法人市民税収入の増額等に伴い、歳入の補正を行う。 

・ 歳入増により確保された財源を活用し、予算の制約等によりこれまで十分な対応

ができていなかった課題に取り組むため、歳出の補正を行う。 

・ 特に、今年度に入り、市庁舎への不法侵入の発生、市内における車上狙いの増加

等防犯対策の必要性が高まっていることから、公共施設等への防犯カメラの設置

等を重点的に進める。 

 

【総括表】                            （単位：千円） 

区  分 歳  入 歳  出 

補正前の額  ２８，６４５，０９７ ２８，６４５，０９７ 

補 正 額 １，０４３，２９１ １,０４３，２９１ 

計 ２９，６８８，３８８ ２９，６８８，３８８ 

 

【歳出】                                 （単位：千円）     

補正額 主な内訳 

１，０４３，２９１ 

（２８課８２事業） 

庁舎・公共施設防犯カメラ設置（１６２台） 

道路案内標識取替等 

保育所施設整備 

福祉センター改修・修繕 

農地・水・環境保全地域協議会への負担金拠出 

土地改良区が実施する施設整備等への補助 

芦ヶ池農業公園施設修繕・設備更新 

宇津江魚港海岸緑地広場の復旧 

市道改良（局部改良・舗装等含む） 

交通安全施設整備 

河川・水路改良 

セントファーレ施設改修支援 

小中学校施設修繕 

市民館施設修繕 

生涯学習・体育施設修繕 

消防団装備の充実 

消防署庁舎のバリアフリー化 

43,233 

6,984 

78,321 

15,854 

23,964 

33,152 

8,575 

22,000 

306,258 

99,300 

66,000 

9,942 

16,452 

17,159 

31,272 

10,397 

12,448 

 



 

【歳入】                                           （単位：千円） 

補正額 主な内訳 

１，０４３，２９１ 

市税（現年分市民税法人税割） 

農地・水・環境保全向上対策推進交付金（県費） 

森林整備加速化・林業再生事業補助金（県費） 

社会福祉費委託金（県費） 

寄附金（5件） 

前年度繰越金 

財政調整基金繰入金 

大規模事業推進基金繰入金 

市債（児童福祉債） 

市債（臨時財政対策債） 

県道関連受託収入 

3,000,000 

675 

133,020 

1,574 

1,130 

271,897 

△1,390,000 

△200,000 

△140,000 

△700,000 

64,995 

 

【繰越明許費】                        （単位：千円） 

款 事業名 金 額 

6 農林水産業費 漁港整備事業 22,000 

8 土木費 

道路改良事業 45,000 

交通安全施設整備事業 80,000 

河川改良事業 50,000 

 

２ 特別会計の補正 

特別会計名 補正額（千円） 主な内容 

介護保険 ２４，３８０ 
平成２５年度の介護給付費等の確

定・精算による国庫支出金等の返還金 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田 原 市         

 

 

 

平 成 ２ ６ 年８ 月 ２８ 日  

資料№１－１



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔平成２５年度の財政運営〕 

 

 



 
 

平成２５年度の財政運営 

 
平成２５年度の我が国の経済は、政府が「大胆な金融政策」と「機動的な財政政策」

を一体的に実施したアベノミクス効果もあって、円安が進み、株価、経済成長率、企業

業績等多くの経済指標が著しく改善しました。 

内需を中心として景気回復が進み、平成２５年度の消費者物価（総合）は、５年ぶり

に上昇に転じ、脱デフレを印象付ける結果となりました。平成２５年度の国内総生産の

実質成長率は２．３％と前年度を大きく上回っております。 

こうした景気回復の効果は、緩やかにではありますが地域の実体経済にも波及し、本

市においても市税収入が増収に転じるなど明るい材料が増えてまいりました。 

平成２５年度の本市の財政運営では、こうした好循環をさらに確実なものとすべく、

懸案となっていた建設事業を前倒しで実施するなど積極的な財政運営に努めてまいり

ました。その結果、国の緊急経済対策の一環として実施された「地域の元気臨時交付金」

約９．９億円を財源として活用することが可能となり、対前年度比９９.１％増となる

７０億円の普通建設事業を実施することができました。 

三河田原駅周辺整備や新給食センター施設整備など大型事業も完了し、総合計画の目

指す将来都市像の実現に向け、実りの多い一年となりました。 

 

１ 一般会計の決算 

歳入総額は３１６億１，３９３万８，４３６円で、前年度に比べ３１億６，３９９万

８，８０８円、１１．１％増加し、歳出総額は２９１億８，６２１万４，５３２円で、

前年度に比べ３２億３，６５３万８，０６９円、１２.５％の増加となりました。この

結果、繰越事業に充当される財源を除く実質収支額は、２３億１，３７１万３，３８６

円の黒字となっています。 

 

歳入にあっては、その大半を占める市税の決算額は、１３８億５千５百万円（以下、

百万円未満四捨五入）となり、前年度に比べ５千８百万円、０.４％増加しました。増

加の主なものは個人市民税で、前年度に比べ２億４千４百万円、７.０％の増加となり

ました。 

株式等譲渡所得割交付金は、前年度に比べ８千７百万円、１４７８.０％の大幅な増

加で、９千２百万円となりました。 

地方交付税は、３７億５千３百万円で、算入される公債費（元利償還金）の減少など

により、普通交付税において５千８百万円、１.７％減少しました。 

国庫支出金は、３９億６百万円で、国の緊急経済対策に伴う建設事業に対する補助金

や地域の元気臨時交付金等の増により、前年度に比べ１９億６千５百万円、１０１.２％

の大幅な増加となりました。また、県支出金は、１３億４千９百万円で、前年度に比べ

８千３百万円、６.６％の増加となりましたが、これは介護基盤緊急整備等臨時特例基

金事業費補助金１億４千６百万円の増が主な要因となっています。 

財産収入は、１億５千万円で、前年度に比べ１千３百万円、７.８％の減少となりま
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した。これは、土地開発基金運用益収入の減少が主な要因となっています。 

繰入金につきましては、国庫補助金の増額等により建設事業に活用できる特定財源を

確保できたこともあり、財政調整基金からの繰り入れを前年度比５億２千９百万円減額

しました。 

市債については、田原駅周辺整備事業や給食センター施設整備事業等の大型事業の財

源に充当するため、一時的に多くの市債を発行することとなりました。２５年度の発行

額は、総額で３１億２千８百万円、前年度比１４億５百万円、８１.５％の増加となっ

ています。また、臨時財政対策債についても、前年度比１億３百万円増の発行となりま

した。 

 

一方、歳出にあっては、総務費は３０億１千８百万円で、地域の元気臨時交付金の一

部を基金へ積立したこと等により、４億８千１百万円、１９.０％の大幅な増加となり

ました。民生費は７４億８千５百万円で、介護保険地域密着型サービス施設整備補助事

業の増加等により３億８千２百万円、５.４％増加しました。農林水産業費は、農業集

落排水事業特別会計繰出金や施設整備に係る補助金の減少等により、１億３千２百万円、

８.５％減少し、１４億１千２百万円となりました。商工費は企業立地奨励金の減少等

により、６億２千１百万円、３０.９％減少し、１３億８千９百万円となりました。土

木費は、４５億８千４百万円で、田原駅周辺整備事業や道路改良事業等の増加により、

１６億４千５百万円、５６.０％の大幅な増加となりました。教育費は、３９億４千４

百万円で、給食センター施設整備事業等により、１７億２千６百万円、７７.８％の大

幅な増加となっています。公債費は３３億２千７百万円で、高利率借入の償還終了等に

より、７千９百万円、２.３％減少しました。平成２５年度末の市債残高は、大型事業

に伴う新規の市債発行の増加により、２４年度末より１億２千６百万円、０．５％増加

し、２５９億４千３百万円となりました。 

 

２ 特別会計の決算 

給食センター給食費、国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉

専門学校、介護保険、中心市街地商業等活性化事業及び後期高齢者医療の８特別会計の

歳入決算額は、１６５億８，７３３万２，４４２円で、前年度に比べ１４億４，４６３

万８，２４６円、９.５％の増加、歳出決算額は１５９億７，２２８万６，０４２円で、

前年度に比べ１２億２，５６３万６，２２５円、８.３％の増加となりました。 

歳出について増減額の大きなものをみると、国民健康保険特別会計は、後期高齢者支

援金や国民健康保険基金への積立の増加等により、６千１百万円、０.８％の増加、介

護保険特別会計は、居宅介護サービス給付費や地域密着型サービス給付費の増加等によ

り、１億５千１百万円、３.９％の増加、公共下水道事業特別会計は、国の緊急経済対

策を活用した田原処理区及び渥美処理区汚水処理施設工事費の増加等により、２億３千

６百万円、１６.７％増加しました。農業集落排水事業特別会計も、緊急経済対策によ

る泉北部地区、中山地区の農業集落排水施設整備費の増加等により、７億４千９百万円、

７６.７％の大幅増加となりました。 
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平成２５年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 
 

一般会計 
 

１ 決算規模 
 

 
 歳入総額  ３１６億１，３９４万円 （前年度比１１.１％） 

前年度 ２８４億４,９９４万円 
 歳出総額  ２９１億８，６２１万円 （前年度比１２.５％） 

前年度 ２５９億４,９６８万円 
＊表示単位未満四捨五入        

 
歳入総額は３１６億１，３９４万円で、前年度に比べ３１億６，４００万円、１１.１％の

増加となりました。 
歳出総額は２９１億８，６２１万円で、前年度に比べ３２億３，６５３万円、１２.５％の

増加となりました。 
この結果、繰越事業に充当される財源１億１，４０１万円を除く実質収支額は２３億１，３

７１万円となりました。 
〔単位：千円、％〕 

区 分 ２５年度 ２４年度 増減額 増減率 ２３年度 

歳入総額 ３１,６１３,９３８ ２８,４４９,９４０ ３,１６３,９９８ １１.１ ２８,８７７,７８６

歳出総額 ２９,１８６,２１４ ２５,９４９,６７６ ３,２３６,５３８ １２.５ ２６,３１６,２５８

歳入歳出差引 ２,４２７,７２４ ２,５００,２６４ △７２,５４０ △２.９ ２,５６１,５２８

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
１１４,０１１ ３０２,９７６ △１８８,９６５ △６２.４ ６３,５０６

実質収支額 ２,３１３,７１３ ２,１９７,２８８ １１６,４２５ ５.３ ２,４９８,０２２

 

２ 歳入決算の特徴  

 
（１）市税 

歳入の大半を占める市税は、１３８億５千５百万円、前年度と比較して５千８百万円、

０．４％の増加となりました。 
増加の主なものは、個人市民税で、前年度に比べ２億４千４百万円、７.０％の増加と

なりました。 
（２）株式等譲渡所得割交付金 

株式等譲渡所得割交付金は株式売買高の増加等により９千２百万円、前年度と比較して

８千７百万円、１,４７８.０％の大幅増加となりました。 

（３）地方交付税 

地方交付税は、３７億５千３百万円で、算入される公債費（元利償還金）の減少などに

より、普通交付税において５千８百万円、１.７％の減少となりました。 

（４）国庫支出金 

国庫支出金は、３９億６百万円で、国の緊急経済対策に伴う建設事業に対する補助金や

地域の元気臨時交付金等の増により、前年度に比べ１９億６千５百万円、１０１.２％の

大幅な増加となりました。 

（５）県支出金 

県支出金は、１３億４千９百万円で、前年度に比べ８千３百万円、６.６％の増加と

なりましたが、これは介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金１億４千６百万円

3



 

の増が主な要因となっています。 

（６）財産収入 

   財産収入は、１億５千万円で、前年度に比べ１千３百万円、７．８％の減少となりまし

た。これは、土地開発基金運用益収入の減少が主な要因となっています。 

（７）繰入金 

   繰入金は、国庫補助金の増額等により建設事業に活用できる特定財源を確保できたこと

もあり、財政調整基金からの繰り入れを前年度比５億２千９百万円減額しました。 

（８）市債 

市債は、田原駅周辺整備事業や給食センター施設整備事業等の大型事業の財源に充当す

るため、一時的に多くの市債を発行することとなりました。２５年度の発行額は、総額で

３１億２千８百万円、前年度比１４億５百万円、８１．５％の増加となりました。また、

臨時財政対策債についても、前年度比１億３百万円増の発行となりました。 
 
３ 歳出決算の特徴（主な事業）                               決算額  

（対前年度伸び率） 

（１）議会費 

議会運営（議員報酬など） ２億１千５百万円

 （2.8％増）

（２）総務費 

市制施行１０周年関係 
 
財政調整基金等積立事務（地域の元気臨時交付金など） 

５百万円

（皆増）

４億５千６百万円

（2,333.9%増）

（３）民生費 

障害福祉サービス（障害介護給付費など） ７億２千２百万円

（7.3%増）

介護保険地域密着型サービス施設整備支援 ２億２千５百万円

（皆増）

（４）衛生費 

公的病院高度医療機器整備支援 ４千万円

（59.8%減）

母子感染症予防（予防接種など） １億２千３百万円

(22.6%減)
（５）労働費 

雇用推進（緊急雇用創出など） ２千５百万円

（5.0%減）

（６）農林水産業費 

農業経営活性化（地域ブランド戦略策定など） ２千６百万円

（64.5%減）

ため池等整備促進（防災ダム事業など） １千万円

（562.2%増）

農村振興総合整備（大久保地区、大草・高松地区、東部地区) ６千６百万円

（5.2%増）

（７）商工費 

立地誘導・活動支援（企業立地奨励金） ８億４千８百万円

（45.5％減）

中小企業活性化支援（６次産業化支援など） １億４百万円

（3.6％減）

観光施設整備（蔵王山展望台改修など） ６千２百万円

（179.6％増）
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（８）土木費 

 道路整備（道路改良・交通安全施設整備など） ６億２千５百万円

（75.5%増）

田原駅周辺整備 １４億３千５百万円

（235.0%増）

浦片地区土地区画整理関連 ４億６百万円

（196.4％増）

（９）消防費 

消防車両整備（消防署・消防団） ８千万円

（164.9%増）

水防施設整備（水防倉庫増築・移動型排水ポンプ配備） ３千４百万円

（皆増）

防災情報通信施設設備等整備 ２億９千７百万円

（225.9%増）

（１０）教育費 

教育サポートセンター（教育相談員など） 
 

２千３百万円

（15.0%減）

市民館運営（施設改修など） ３千３百万円

（238.4%増）

 給食センター施設整備 １７億４千１百万円

（7,810.4%増）

 
特別会計 

 
給食センター給食費、国民健康保険、公共下水道事業、農業集落排水事業、田原福祉専門学校、

介護保険、中心市街地商業等活性化事業及び後期高齢者医療の８特別会計の決算総額は次のとお

りです。 
歳入決算額は１６５億８,７３３万円で、前年度に比べ１４億４,４６４万円の増加となりまし

た。歳出決算額は１５９億７,２２９万円で、前年度に比べ１２億２,５６４万円の増加となりま

した。 
（単位：千円、％） 

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２５年度 ２４年度 増減率 ２５年度 ２４年度 増減率

給食センター給食費 265,942 277,571 △4.2 265,324 276,665 △4.1

国民健康保険 7,952,221 7,684,022 3.5 7,538,155 7,477,488 0.8

公共下水道事業  1,734,747 1,460,276 18.8 1,642,759 1,407,218 16.7

農業集落排水事業 1,773,047 1,009,844 75.6 1,725,765 976,737 76.7

田原福祉専門学校 119,844 109,570 9.4 119,795 109,567 9.3

介護保険 4,079,116 3,969,189 2.8 4,020,129 3,868,653 3.9

中心市街地商業等活

性化事業 
25,942 24,389 6.4 25,942 24,389 6.4

後期高齢者医療 636,472 607,833 4.7 634,414 605,933 4.7

計 16,587,331 15,142,694 9.5 15,972,283 14,746,650 8.3
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一般会計及び特別会計の決算規模（水道事業会計を除く） 
 

  歳入総額  ４８２億１２７万円（前年度比１０.６％） 
          ２４年度決算歳入総額 ４３５億９,２６３万円 

           

  歳出総額  ４５１億５,８５０万円（前年度比１1.０％） 
          ２４年度決算歳出総額 ４０６億９,６３３万円 

 
企業会計 
 
 水道事業会計 

                消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２５年度 ２４年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,256,109 1,276,894 △20,785 △1.6

収益的支出 1,217,611 1,131,430 86,181 7.6

差引 38,498 145,464 △106,966 △73.5

資本的収入 92,445 141,448 △49,003 △34.6

資本的支出 539,727 518,111 21,616 4.2

差引 △447,282 △376,663 △70,619 18.7

 

 

健全化判断比率及び資金不足比率 

 
  （単位：％） 

区分 ２５年度 ２４年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準

実質赤字比率 ― ― １２．５９ ２０．００

連結実質赤字比率 ― ― １７．５９ ３０．００

実質公債費比率 ７．７ ７．４ ２５．０ ３５．０

将来負担比率 １７．３ ６．３ ３５０．０  

資金不足比率 ― ― ２０．００  
（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。 
 

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がな

いことを表します。 
資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。 
他の数値はいずれも早期健全化基準等を下回るため健全な状況であるといえます。 
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予算現額に対する

歳　入

30,687,596 31,613,938 29,186,214 103.0

16,776,015 16,587,331 15,972,283 98.9

293,788 265,942 265,324 90.5

7,863,244 7,952,221 7,538,155 101.1

1,854,802 1,734,747 1,642,759 93.5

1,768,057 1,773,047 1,725,765 100.3

125,390 119,844 119,795 95.6

4,184,158 4,079,116 4,020,129 97.5

29,322 25,942 25,942 88.5

657,254 636,472 634,414 96.8

47,463,611 48,201,269 45,158,497 101.6合　　　　計

歳出総額（Ｂ）歳入総額（Ａ）

田 原 福 祉 専 門 学 校

中 心 市 街 地 商 業 等
活 性 化 事 業

介 護 保 険

予算現額

後 期 高 齢 者 医 療

農 業 集 落 排 水 事 業

給 食 セ ン タ ー
給 食 費

平 成 ２ ５ 年 度　

公 共 下 水 道 事 業

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

特
　
別
　
会
　
計
　
の
　
内
　
訳
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（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 平成２４年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

95.1 2,427,724 114,011 2,313,713 116,425 2,197,288

95.2 615,048 8,000 607,048 212,239 394,809

90.3 618 0 618 	  288 906

95.9 414,066 0 414,066 207,532 206,534

88.6 91,988 8,000 83,988 32,165 51,823

97.6 47,282 0 47,282 14,175 33,107

95.5 49 0 49 46 3

96.1 58,987 0 58,987 	  41,549 100,536

88.5 0 0 0 0 0

96.5 2,058 0 2,058 158 1,900

95.1 3,042,772 122,011 2,920,761 328,664 2,592,097

　会 計 別 決 算 額
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一　般　会　計　歳　入　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 市 税 13,854,694 43.8 0.4 13,796,963 48.5

2 地 方 譲 与 税 452,127 1.4  3.3 467,605 1.6

3 利 子 割 交 付 金 25,939 0.1  3.3 26,838 0.1

4 配 当 割 交 付 金 42,832 0.1 72.7 24,795 0.1

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

92,405 0.3 1,478.0 5,856 0.0

6
地 方 消 費 税
交 付 金

655,610 2.1  0.9 661,245 2.3

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

17,515 0.0 	  3.8 18,205 0.1

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

231,879 0.7  10.6 259,327 0.9

9 地 方 特 例 交 付 金 29,054 0.1  1.2 29,412 0.1

10 地 方 交 付 税 3,753,079 11.9  1.7 3,818,703 13.4

11
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

12,632 0.0 	  2.6 12,965 0.0

12
分 担 金 及 び
負 担 金

349,613 1.1  1.7 355,703 1.3

13
使 用 料 及 び
手 数 料

435,111 1.4 2.5 424,419 1.5

14 国 庫 支 出 金 3,906,300 12.4 101.2 1,941,143 6.8

15 県 支 出 金 1,348,681 4.3 6.6 1,265,350 4.5

16 財 産 収 入 149,728 0.5  7.8 162,477 0.6

17 寄 附 金 5,048 0.0 113.9 2,360 0.0

18 繰 入 金 864,169 2.7  38.4 1,401,996 4.9

19 繰 越 金 1,700,263 5.4 8.9 1,561,529 5.5

20 諸 収 入 559,259 1.8 14.1 490,049 1.7

21 市 債 3,128,000 9.9 81.5 1,723,000 6.1

31,613,938 100.0 11.1 28,449,940 100.0

30,687,596 4.6 29,350,793

926,342 	  202.8 	  900,853

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越財源充当額」を含む。

差引（Ａ）－（Ｂ）

予算現額（Ｂ）

歳入合計（Ａ）

平 成 ２ ４ 年 度
区　　　　分

平 成 ２ ５ 年 度
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一　般　会　計　歳　出　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 214,728 0.7 2.8 208,787 0.8

2 3,017,852 10.3 19.0 2,536,519 9.8

3 7,485,427 25.7 5.4 7,102,971 27.4

4 2,192,077 7.5 	  4.2 2,286,996 8.8

5 45,463 0.2 	  2.9 46,829 0.2

6 1,412,146 4.8 	  8.5 1,543,908 6.0

7 1,388,558 4.8 	  30.9 2,009,503 7.7

8 4,584,384 15.7 56.0 2,938,938 11.3

9 1,574,176 5.4 	  4.4 1,647,000 6.3

10 3,943,916 13.5 77.8 2,218,183 8.6

11 0 0.0 皆減 3,885 0.0

12 3,327,487 11.4 	  2.3 3,406,157 13.1

13 0 0.0 0.0 0 0.0

29,186,214 100.0 12.5 25,949,676 100.0

30,687,596 4.6 29,350,793

1,501,382 	  55.9 3,401,117

163,022 	  92.7 2,221,087

1,338,360 13.4 1,180,030

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越額」を含む。

予算現額（Ｂ）

差引 (Ｂ)－(Ａ)＝(Ｃ)

消 防 費

歳出合計（Ａ）

（Ｃ）の
内　 訳

不用額

翌年度
繰越額

予 備 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

総 務 費

議 会 費

衛 生 費

民 生 費

平 成 ２ ５ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度
区　　　　分

土 木 費

農 林 水 産 業 費

教 育 費

商 工 費

労 働 費
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（単位：千円）

区　分 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度
前年比
増減

個人市民税 3,718,292 3,458,287 3,567,093 3,467,302 3,711,385 7.0

法人市民税 459,343 970,786 694,732 883,023 868,074 △ 1.7

市民税　計 4,177,635 4,429,073 4,261,825 4,350,325 4,579,459 5.3

固定資産税 7,664,611 8,383,933 8,873,939 8,320,196 8,080,752 △ 2.9

軽自動車税 153,081 155,151 157,708 160,518 162,230 1.1

市たばこ税 372,297 373,276 434,857 431,330 496,439 15.1

鉱産税 331 191 168 201 310 54.2

特別土地保有税 500 400 400 400 476 19.0

都市計画税 535,480 546,612 576,980 533,993 535,028 0.2

市税合計 12,903,935 13,888,636 14,305,877 13,796,963 13,854,694 0.4

市税の推移
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平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 11,696,802 11,310,329 11,123,263

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 11,187,117 10,909,413 10,677,235

0.96 0.96 0.96

1.05 0.94 0.96

普 通 交 付 税 交 付 額
（ 合 併 算 定 替 ）

（千円） 3,566,536 3,448,080 3,389,642

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 862,966 797,827 904,828

標 準 財 政 規 模 （ 臨 時 財 政
対 策 債 発 行 可 能 額 含 む ）

（千円） 18,866,772 18,402,415 18,053,728

実 質 収 支 比 率 （％） 13.2 11.9 12.8

86.3 89.0 89.0

(89.9) (92.9) (93.3)

公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） （％） 7.4 8.6 7.0

積 立 金 現 在 高 （千円） 9,395,721 9,015,504 9,414,333

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 5,516,529 5,168,661 5,146,132

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,750,875 2,763,013 2,764,384

農 地 保 有 合 理 化 基 金 （千円） 100,184 100,229 100,279

地 方 債 現 在 高 （千円） 27,134,084 25,817,211 25,943,221

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額

（千円） 16,910,519 15,746,279 13,933,056

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財政指数等

区　　　　分

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）

経 常 収 支 比 率 （％）

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除い
た比率です。
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平成24年度末 平成25年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 13,056,648 934,000 1,173,021 175,866 1,348,887 12,817,627

地方公共団体金融機構 402,236 0 6,527 2,010 8,537 395,709

市中金融機関 10,307,289 2,045,000 1,650,544 121,682 1,772,226 10,701,745

共済等 2,051,038 149,000 171,898 25,939 197,837 2,028,140

25,817,211 3,128,000 3,001,990 325,497 3,327,487 25,943,221

平成24年度末 平成25年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 6,246,343 265,900 317,814 145,829 463,643 6,194,429

地方公共団体金融機構 2,457,179 0 137,576 51,879 189,455 2,319,603

市中金融機関 1,940 0 1,940 16 1,956 0

8,705,462 265,900 457,330 197,724 655,054 8,514,032

平成24年度末 平成25年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 1,675,306 453,600 62,563 34,796 97,359 2,066,343

地方公共団体金融機構 988,319 0 46,579 22,092 68,671 941,740

2,663,625 453,600 109,142 56,888 166,030 3,008,083

平成24年度末 平成25年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

政府資金 1,230 0 1,230 9 1,239 0

地方公共団体金融機構 1,229 0 1,229 9 1,238 0

2,459 0 2,459 18 2,477 0

平成24年度末 平成25年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ
Ａ Ｂ 元　　金 利子 計

　 Ｃ Ｄ

37,188,757 3,847,500 3,570,921 580,127 4,151,048 37,465,336合　計

1

2

計

（単位：千円）

区   分
平成25年度元利償還額

区   分
平成25年度元利償還額

農業集落排水事業特別会計 　（単位：千円）

区   分
平成25年度元利償還額

1

2

計

水道事業会計 　（単位：千円）

計

2

3

4

計

公共下水道事業特別会計 　（単位：千円）

区   分
平成25年度元利償還額

1

2

3

1

市債現在高の状況
一般会計 　（単位：千円）

区   分
平成25年度元利償還額
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　　　　　　 千円 　　　　　　 千円 　　　　　　 千円

5,166,433 5,143,904

 有価証券（株式） 2,228 2,228

計 5,168,661 5,146,132

 現金預金 47,339 37,316

 有価証券（債券） 79,903 79,903

計 127,242 117,219

 緑化推進基金  現金預金 149,799 149,799

 国際交流振興基金  現金預金 197,515 197,515

 大規模事業推進基金  現金預金 257,796 699,125

 地域福祉基金  現金預金 293,103 296,244

 国民健康保険基金  現金預金 799 80,799

 介護保険基金  現金預金 292,554 293,695

 現金預金 542,256 515,282

 有価証券（債券） 279,244 279,244

計 821,500 794,526

 災害対策基金  現金預金 1,009,868 1,013,773

 市民協働まちづくり基金  現金預金 1,000,000 1,000,000

4,150,176 4,642,695

　　　　　　 千円 　　　　　　 千円 　　　　　　 千円

1,194,097 1,257,602

 田原市土地開
 発公社貸付金

557,275 460,929

 土地 1,011,632 1,045,844

計 2,763,004 2,764,375

 現金預金 100,229 100,279

 土地 0 0

計 100,229 100,279

2,863,233 2,864,654

基金現在高の状況

（Ｈ２６．３．３１現在）

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

1,141

 財政調整基金

 現金預金
△ 22,529

0

△ 22,529

特
　
定
　
目
　
的
　
基
　
金

 教育文化振興基金

△ 10,023

0

△ 10,023

0

0

441,329

3,141

80,000

決算年度末現在高

 臨海緑化基金

△ 26,974

0

△ 26,974

3,905

0

合　計 492,519

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高

50

合　計 1,421

＊有価証券（株式・債券）は、取得価格で表す。

定
額
運
用
基
金

 土地開発基金

 現金預金
63,505

△ 96,346

34,212

1,371

 農地保有合理化基金

50

0
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